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貿易赤字はアメリカ経済の
弱点か? 強みか?

貿易大国アメリカの
貿易赤字は
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001 THE BEGINNER'S GUIDE TO
TRUMP TARIFFS VS. FREE TRADE

アメリカは貿易赤字が増えているが、
順調な経済成長が続いている！

 

14,000億ドル 8％

12,000億ドル 6％

10,000億ドル 4％

8,000億ドル 2％

6,000億ドル 0

4,000億ドル -2％

2,000億ドル -4％

0 -6％
2000年 2004年 2008年 2012年 2016年 2020年 2024年

貿易赤字（左軸）
実質GDP成長率（右軸）

リーマンショック 新型コロナ拡大

出典：米商務省経済分析局（BEA）

アメリカの貿易赤字（財）とGDPの推移（2000年～2024年）

 アメリカは50年近く貿易赤字が続いている
 トランプ大統領は貿易赤字を目の敵にしている

家計や企業の赤字とは意味が異なる貿易の「赤字」

　ドナルド・トランプ大統領は、政界に入る前は不動産やホテル、
カジノなどを手がける実業家として知られていました。派手な成功
と、破産寸前まで追い込まれる失敗を何度も経験しながらも、最終
的にビジネス界で生き残った人物です。そんな経歴を持つ彼にとっ
て、「赤字（deficit）」という言葉は、経営の危機と直結する、でき
れば耳にしたくない響きだったのかもしれません。
　その感覚はホワイトハウスに入ってからも変わることはありませ
ん。国家の経済にも、企業経営と同じ「赤字＝悪」という単純な図
式を当てはめました。輸出額より輸入額が多い「貿易赤字（trade 
deficit）」を、アメリカが外国に搾取されている証拠とみなして
いるフシがあるのです。
　たしかに、企業や家計は支出が収入を上回ればお金が尽き、経営
や生活は行き詰まります。しかし国の場合、貿易収支が赤字でも即
座に破綻するわけではありません。現にアメリカは 40 年以上ほぼ
一貫して貿易赤字を抱えながらも、日本よりはるかに力強い経済成
長を続けてきました。
　この事実は、家計や企業の赤字と、国の貿易赤字とでは意味がまっ
たく異なることを示しています。経済学者をはじめとする専門家が、

「貿易赤字は悪ではない」と繰り返しても、数字上の赤字を見れば「減
らさなければならない」と反射的に決めつけるトランプ大統領は、
考えを変えませんでした。そして、そのための武器として選んだの
が「関税」という強硬策だったのです。

とにかく「赤字」が嫌いな
実業家ドナルド・トランプ
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貿易政策は「経済」だけでなく「政治」の問題でもある

民主党
Democratic Party

● 都市部 ● 西海岸・北東部
● 多国籍企業
● グローバル経済に関心の高い層
● 教育水準の高い層 ● 若年層
● 労働組合

● TPPやIPEFなど、多国間の
　 自由貿易の枠組みに前向き
● 環境・労働・人権に配慮した
　 “公正な貿易”を重視
● WTO改革や
　 国際ルール形成に積極的

〈自由貿易推進〉

共和党
Republican Party

● ラストベルト 
● 地方部 ● 製造業従事者 
● 低所得の白人労働者 
● 宗教保守層 ● 高齢者 
● 小規模事業主

● 関税で輸入抑制
　 （中国・EU・メキシコなど）
● 貿易赤字削減と国内雇用の
　 回復を優先
● 「関税は交渉カード」という
　 姿勢を明確化

〈保護主義推進〉

貿易スタンス

支持基盤

2024年の大統領選の結果にもとづく

012 THE BEGINNER’S GUIDE TO
TRUMP TARIFFS VS. FREE TRADE

アメリカの２大政党と貿易政策の傾向

 貿易政策は国内政治の状況を映す“鏡”でもある
 「票になるかどうか」が、通商戦略を左右することが多い

　貿易政策は一見すると経済の話に見えますが、じつは「国内政治」
の影響を強く受ける分野です。選挙や支持率、国内産業の保護といっ
た内向きの要因が、自由貿易か保護貿易かという大きな選択を左右
することは少なくありません。
　トランプ政権の関税政策がその典型例です。共和党のトランプ大
統領は、「ラストベルト（さびた工業地帯）」と呼ばれる東部や中西
部の製造業の多い地域の支持を集めるため、「アメリカ第一主義」
を掲げて中国に対して高関税を発動。これは国内の雇用回復や支持
基盤へのアピールという政治的意図をともなったもので、第二次政
権でも同様の手法が繰り返されています。
　日本でも、TPP（P.100）の交渉参加について、民主党から自民
党への政権転換期に大きな争点となりました。国内農業団体の反発
とそれを受けた政治判断の綱引きが行われ、結果的に当時の安倍政
権が、国内の農業保護を一定程度維持しながら TPP 参加を実現す
ることで、「開かれた経済」と「国内支持」の両立を図りました。
　フランスでは農業保護が長らく政治の核心で、EU 内の自由貿易
政策に対して慎重な態度を取り続けています。中国では、国有企業
への補助金や輸出依存型の産業育成による雇用創出など、貿易政策
が共産党政権の経済運営や社会安定と不可分に結びついています。
　このように、貿易政策は国際的な正義や経済合理性だけで決まる
ものではなく、国内の支持基盤や選挙、イデオロギーといった要素
が大きく作用する「政治の道具」でもあるのです。

「国内政治」の道具になる
貿易政策
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まとめ
 相対的に得意な分野へ集中すると、貿易で発展する
 自由貿易を支える理論的支柱が「比較優位」

小麦
（1トン）

自動車
（1台）

小麦
（1トン）

自動車
（1台）

日本 アメリカ

日本は小麦と自動車の両方がアメリカに対して絶対劣位である。しかし、より不得意
な小麦をアメリカに任せ、相対的に得意（＝比較優位）な自動車に特化すれば、両
国の小麦と自動車の生産量の合計が増える。これをたとえば自動車31台と小麦16
トンで交換すれば、両国とも貿易前よりも国内流通量を増やせる。

より少ない労働者で生産できる国が「絶対優位」を持つ、ということ。この場合は、自動車
と小麦をより少ない人数で生産できるアメリカが「絶対優位」、日本が「絶対劣位」にある。

分業後

8人

120人

15トン

3人 1単位あたり従事人数

労働者数

生産量

120人

40台

3人

60人

20トン

2人

60人

30台

小麦
（1トン）

自動車
（1台）

小麦
（1トン）

自動車
（1台）

日本 アメリカ

8人

0人

3人 1単位あたり従事人数

労働者数

生産量

240人

80台

3人

120人

40トン

2人

0人

比較優位とは、「相対的に得意なこと」に集中することで
世界全体の富を最大化する分業の考え方

016 THE BEGINNER'S GUIDE TO
TRUMP TARIFFS VS. FREE TRADE

比較優位とは？

デヴィッド・リカードが説いた貿易で得をするしくみ

　自由貿易がなぜ望ましいとされてきたのか──その根拠となるの
が「比較優位」という考え方です。経済学の古典的理論ですが、今
も国際貿易の基盤として語られるこの概念は、一見すると単純です
が、深く理解すると非常に奥の深いロジックです。
　比較優位とは、「ある国が他国よりも“得意”な分野に特化し、
不得意な分野は他国から輸入したほうが、全体として効率が高まる」
という考え方です。ここで重要なのは、「絶対に優れているかどうか」
ではなく、「相対的に得意かどうか」で判断する点です。
　たとえば、アメリカは自動車と小麦の両方を日本より効率的に生
産できるとします。それでも、アメリカがより得意な「小麦」に特
化し、日本が「自動車」に特化して相互に貿易すれば、双方の資源
が有効活用され、全体の生産量は増える――これが比較優位の理屈
です。これによって、各国が自国の得意分野に集中することで、全
体の富（価値）を大きくできるのです。
　この理論は、19 世紀のイギリスの経済学者デヴィッド・リカー
ド（P.60）が提唱した、自由貿易を推進する経済理論の柱です。
　ただし、現実の貿易では理屈どおりになるとはかぎりません。た
とえば「得意な産業」に特化する過程で、国内の一部産業が衰退し、
地域経済や雇用が大きな打撃を受けるなど、グローバル化が進むに
つれ、その副作用にも目が向けられるようになってきました。しか
し、「比較優位」は、国と国が競争しながらも協力して利益を生み
出すという自由貿易の理論的支柱であり続けています。

自由貿易を支える論理
「比較優位」とは何か？
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 国家の財源と国内産業の防波堤の役割を果たすのが関税
 輸入時に、輸入業者が税関に関税を支払う

「関税」は、海外からの輸入品にかかる“特別な税”

日本が15％の関税をかけた場合

❶国家の財源の確保
とくに国内産業が育っていない開発
途上国では、国内の税収が少ないた
め、関税が政府の貴重な収入源とな
っている。国境（港・空港）などの限ら
れた税関で課税するため、徴収しや
すく安定的な収入が見込める。

❷国内産業の保護
安価な外国製品が大量に流入すると、価格
競争に負けて国内企業が打撃を受けるお
それがある。関税をかけて輸入品の価格を
引き上げることで、国内産業を守る“盾”の
役割を果たす。日本のコメや農産物、アメ
リカの鉄鋼などが代表例。

関税がかかると輸入品の価格が高くなる
（＝海外の輸入品を買いづらくなる）

日本の税関（政府）
15万円の関税を輸入業者から徴収

外国

100万円
輸入

日本

115万円

日本が15％の関税をかけられた場合

関税がかかると輸出品の現地価格が高くなる
（＝日本の輸出品が売れづらくなる）

外国日本 輸出国の税関（政府）
15万円の関税を輸入業者から徴収

100万円
輸出

115万円

※上記はイメージ。実際は国内流通コストなどがあり、輸入品の店頭価格が15%高くなるわけではない。
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関税の基本的なイメージ

「関税」の基本を知っておこう

　ニュースで「関税引き上げ」や「報復関税」といった言葉を見聞
きするようになりました。その「関税」とは、外国から商品を輸入
するときに、政府がその商品にかける「特別な税金」です。たとえ
ば、海外でつくられた服や野菜、機械、自動車などが日本に入って
くるときに関税がかけられます。
　関税には大きく 2 つの目的があります。ひとつは「国家の財源
の確保」、もうひとつは「国内産業を守ること」です。
　前者は、とくに開発途上国などで重要になります。国内の税収が
十分でない国では、関税が政府の収入源として大きな役割を果たし
ています。
　後者は、保護主義的な貿易政策の柱として重要な役割を担います。
たとえば、安価な外国製品が大量に流入すれば、価格競争によって
国内の企業や農家が立ちゆかなくなるおそれがあります。そこで、
国産米を守るために、国産米に比べて安い外国産に関税をかけます。
それによって外国産米の価格を引き上げるのです。
　その関税のかけ方については P.64 でくわしく説明しますが、お
もに「従価税」、「従量税」、その両者を組み合わせた「混合税」と
いう形式があります。
　このように関税は、ただの税金ではありません。産業政策や外交
戦略、安全保障などにも関わる、国の進路を左右する政策ツールな
のです。関税をどう使うかには、その国が何を重視し、どんな未来
を描くかという「国家の意思」が表れます。

関税の2つの目的とは？
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年代

イギリスが産業革命を背景に、
自由貿易を主張

他国はイギリス製品の流入に
警戒

18世紀
後半

デヴィッド・リカードによる「比
較優位（P.44）」の理論が登場

ドイツ・アメリカが「幼稚産業
保護論」を主張

19世紀
前半

1860年の英仏通商条約をきっ
かけに欧州で自由貿易が拡大

関税による産業保護が主流と
なる

19世紀
後半

世界恐慌。翌年、アメリカがス
ムート・ホーリー関税法を発動1929年

各国が報復関税を連発したこ
とで、世界貿易が縮小1930年代

GATT（関税および貿易に関
する一般協定）が発効 1948年

GATTラウンド（貿易交渉）で
関税の段階的引き下げ

一部の国では非関税障壁（規
制や補助金など）で保護を継続

1950～
70年代

WTO（世界貿易機関、P.78）
設立、対象がサービス・知財ま
で拡大

1995年

グローバル化が進展し、FTA
（P.88）が各地で拡大

WTOドーハ・ラウンドは、農業
補助金をめぐり対立し、未決着2000年代

米中貿易戦争：トランプ政権
が関税引き上げ2018年

デジタル貿易・環境条項付き
の協定が台頭

経済安全保障の名のもとに禁
輸・規制が強化2020年代

トランプ政権、同盟国を含む
全世界に相互関税を発動2025年

自由貿易の動き 保護主義の動き

自由貿易と保護貿易の歴史を簡単に振り返る

“関税”は、戦争の原因になるなど、歴史を動かしてきた

 近代以降、自由貿易と保護主義がせめぎ合ってきた
 「スムート・ホーリー関税法」は第二次大戦の一因になった

「自由」と「保護」でせめぎ合う
貿易の歴史

　歴史を振り返ると、世界の貿易は、「自由にすべきか、守るべきか」
というせめぎ合いのなかで進化してきました。
　18 〜 19 世紀、イギリスは「自由貿易こそが繁栄の道だ」と世界
に訴え、関税を下げることを主張しました。これに対し、開発途上
にあった国々は「自由にされたら強い国に市場を奪われる」として、
保護主義で自国の産業を守ろうとしました。
　さらに時代が進み、1929 年 10 月の「暗黒の木曜日」から始まっ
た世界恐慌では、各国が自国経済を守ろうと「関税の引き上げ」に
走りました。とくにアメリカは、1930 年に成立させた「スムート・
ホーリー関税法」により、約 2 万品目に対して高い関税を課しまし
た。これは各国の報復関税を招き、世界的な貿易縮小や国際協調崩
壊の引き金となり、第二次世界大戦の遠因にもなったとされます。
　その反省から、戦後は「もう一度、世界に自由な貿易のルールを
つくろう」という機運が高まりました。1948 年に「GATT（関税
および貿易に関する一般協定）」が発効し、1995 年には WTO（世
界貿易機関）発足へと進化。世界の貿易は「自由貿易を前提とした
ルールづくり」へと大きく舵を切りました。
　しかし、近年は大国による保護主義的な政策が増えています。
2025 年 4 月にトランプ政権が発表した相互関税や、中国が経済安
全保障を理由に行ったレアアースの禁輸措置などが代表例です。
　このように、貿易における「自由」と「保護」の波は、時代とと
もに押し引きが続いています。
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出典：国連「World Population Prospects 2024」、IMF「World Economic Outlook Database, October 2024」、
ＷＴＯ「ＷＴＯ STATS」
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CPTPPの概要

CPTPP
▶環太平洋パートナーシップに関する包括的および先進的な協定

（Comprehensive and Progressive Agreement 
　for Trans-Pacific Partnership）

〈発効年月〉2018年12月 〈加盟国（2025年8月末現在）〉12カ国

日本
ベトナム

ブルネイ

オーストラリア

ニュージーランド
シンガポール

マレーシア

カナダ

メキシコ

ペルー

チリ

イギリス

〈加盟申請中〉
中国
台湾
エクアドル
ウルグアイ
コスタリカ
インドネシア
ウクライナ

〈人口合計（2024年推計）〉
5.9億人（全世界の7.3%）

〈GDP合計（2024年推計）〉
15.8兆ドル（全世界の14.4％）

〈貿易総額（2024年）〉
8.6兆ドル

（全世界の
17.5％）

〈おもな対象分野〉
● 関税の撤廃・削減
● サービス貿易の自由化
● 投資の自由化
● 知的財産の保護強化
● 電子商取引（デジタル貿易）
● 国有企業の透明性
● 環境保護・労働者保護
● 中小企業支援

CPTPP圏
17.5％

その他
82.5％

 CPTPPは、世界のGDPの約14％を占める巨大経済圏
 アメリカの離脱後、日本が主導して発効したメガFTA

日本が中心的な役割を果たしたメガFTA

日本がリーダーシップをとった
「CPTPP」

　TPP（環太平洋パートナーシップ協定）は、アジア太平洋地域で
関税を撤廃し、貿易や投資のルールを共通化することをめざした、
アメリカが主導の自由貿易協定でした。人口や経済規模の大きいア
メリカや日本が参加することで、「アジア太平洋の経済秩序を再構
築する枠組み」として注目を集めていました。しかし、2017年
にトランプ大統領が「アメリカの雇用を奪う」としてTPPから一
方的に離脱。残された 11 カ国の間には戸惑いが広がり、協定その
ものが白紙になる可能性もありました。
　この危機に各国をまとめ上げたのが、安倍晋三首相（当時）のも
と、高水準の自由貿易ルールを維持するべく各国と粘り強く交渉を
重ねた日本でした。そして、2018年に「CPTPP（環太平洋パー
トナーシップに関する包括的および先進的な協定）」として発効さ
せたのです。自由貿易の旗を下ろさなかった日本の姿勢は、国際社
会における日本の信頼と影響力を高めることにつながりました。
　CPTPP は、2018 年 12 月に 6 か国（日本、メキシコ、シンガポー
ル、ニュージーランド、カナダ、豪州）で発効し、2023 年 7 月ま
でにベトナム、ペルー、マレーシア、チリ、ブルネイについても発
効しました。その後、イギリスも加わり、12 カ国が加盟していま
す（2025 年 8 月現在）。GDP の合計は世界全体の 14.4％を占める巨
大な経済圏となっています。この協定は、関税撤廃だけでなく、デ
ジタル取引や国有企業のあり方など、新しい時代の貿易ルールも多
く含んでおり、「21世紀型の経済連携」とも呼ばれています。
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ASEANの貿易構造と貿易スタンス

 RCEPでは日中韓を含めた合意形成で重要な役割を果たす
 ASEANとしてFTAネットワークを拡大し、経済連携を強化

自由貿易のキープレイヤーになりつつある交渉巧者

《ASEAN（東南アジア諸国連合）》
約7億人を抱える地域経済圏

自由貿易が基本。RCEPなどのFTAを活用し、インフラ投
資やサプライチェーンの強化を通じて域内統合を深化貿易スタンス

貿易総額 3兆5,256億ドル（2023年）

輸入額 1兆7,145億ドル

輸出額 1兆8,111億ドル

● 電子機器・電気製品
● 機械・輸送機器
● 農産品・燃料

主要輸出品目

● 燃料・鉱産物
● 機械・電子部品
● 消費財および原材料

主要輸入品目

RCEP／ASEAN・中国FTA／日本・ASEAN経済
連携協定（AJCEP）／ASEAN・韓国自由貿易協定主要な自由貿易協定

主要輸出相手国（2023年）

ASEAN
域内 3,999億ドル

中国 2,872億ドル

アメリカ 2,698億ドル

日本 1,214億ドル

香港 1,026億ドル

域内の国家間格差や経済発展の不均衡による調整
の必要／サプライチェーンの地政学的リスクおよび各

国ルールの整合の遅れ／外資依存とデジタル経済基盤の脆弱性

おもな課題・対立

貿易収支 +966億ドル 貿易黒字

055 THE BEGINNER'S GUIDE TO
TRUMP TARIFFS VS. FREE TRADE

　10 カ国からなる ASEAN（東南アジア諸国連合）は、約 7 億人
を抱える巨大市場です。域内の経済成長率は世界でも高い水準にあ
り、近年は製造拠点としての役割だけでなく、消費市場としての魅
力も高まっています。
　最大の特徴は、“地域主導型”の FTA 戦略をとっていることです。
ASEANは加盟国同士で自由貿易を進めるだけでなく、「ASEAN
＋1」と呼ばれるかたちで、日中韓、インド、オーストラリア、ニュー
ジーランドなどと二国間または多国間のFTAを多数締結していま
す。これにより、ASEAN をハブとした経済連携ネットワークが広
がっており、日本にとっても重要なパートナーになっています。
　この戦略を主導してきたのが、交渉巧者のシンガポールや、人口
と経済規模で存在感を増すインドネシア、製造業の成長が著しいベ
トナムなどの国々です。とくにシンガポールは、デジタル貿易や先
進的な投資ルールにおいても積極的な提案を行い、ASEAN の方向
性をリードしています。
　また、RCEP（P.104）では、日中韓という利害がぶつかりやすい
3 カ国が参加するなかで ASEAN が調整役を果たし、合意形成を主
導しました。大国の対立を巧みに乗り越える“調整力”と“交渉力”
を持つ ASEAN は国際社会でも注目されています。
　貿易だけでなく、デジタルやサプライチェーン強化などの分野で
も共通ルールづくりを進めており、域内の結びつきを深めると同時
に、外部からの投資や協力を呼び込んでいます。

地域主導型のFTA戦略をとる
巨大市場「ASEAN」

出典：ASEAN、UNCTAD
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モノの貿易と異なる新しいルールが求められるが、
国益が絡むため、国際交渉は難航している

「著作権等使用料」には、OSやアプリのライセンス料、放映権料など、「通信・コンピ
ュータ・情報サービス」には、クラウド、ゲームなどのサブスク契約など、「専門・経営
コンサルティングサービス」には、ウェブサイトの広告スペースの取引などが含まれ
る。多くの日本人がGAFAMなどの海外企業のサービスに依存しており、近年、日本
のデジタル貿易赤字は急増している。

● 知的財産権の保護の強化
→海賊版コンテンツの流通や著作権の所在の曖昧さといったリスクが高まってお
り、デジタルコンテンツの国際流通における権利保護体制の整備が急務に。
　
● データの越境移転に関する規制
→各国で異なるルールが導入されており、企業は国境を超えるデータ移転の際に
コンプライアンスやセキュリティ面で大きな課題に直面している。
　
● 電子配信への課税体制の整備
→グローバルプラットフォームによる課税逃れや利益移転の問題が顕在化。国際
的な課税ルール整備が、現実に追いついていない。

-8兆円 

-7兆円 

-6兆円 

-5兆円 

-4兆円 

-3兆円 

-2兆円 

-1兆円 

0 

2024年2023年2022年2021年2020年2019年2018年2017年2016年

▲6.85兆円

■著作権等使用料
■通信・コンピュータ・情報サービス
■専門・経営コンサルティングサービス

出典：財務省・日本銀行「国際収支統計」、日本銀行資料等より編集部作成

急拡大する日本のデジタル貿易赤字

 デジタルエコノミーの拡大で、重要性が増すのは必至
 国際ルールが未整備のため、各国の利害が対立している

実体のない「データ」が国境を超える時代に

　いま、世界ではクラウドサービス、動画配信、音楽や電子書籍、
ソフトウェアのライセンス、さらには越境 EC（電子商取引）など、
データでつながる国際取引が急拡大しています。こうした「デジタ
ル貿易」は、基本的にサービス貿易の一部として位置づけられます。
　この分野では、アメリカや中国など巨大 IT 企業を持つ国が圧倒
的な強みを誇ります。たとえば、GAFAM を抱えるアメリカは、
世界中にデジタルサービスを提供し、多額の収益を得ています。実
際、「モノの貿易」では赤字が続く一方で、「デジタル貿易」では巨
額の黒字を出しています。ところが、貿易赤字を問題視するトラン
プ大統領は、このデジタル黒字についてはほとんど触れません。
　一方、日本では多くの人が Amazon を利用し、Instagram や X
などのSNSを使い、Netflixで韓国ドラマを見ています。企業もまた、
Google などのクラウドサービスやソフトウェアを大量に導入して
おり、これが「サービスの輸入」として記録されます。その結果、
日本のデジタル貿易は大幅赤字となっているのです。
　問題なのは、デジタル取引をめぐる国際ルールが発展途上にある
ことです。著作権などの知的財産権の保護、データ越境移転の可否、
電子的に配信されるコンテンツへの課税など、論点は山積みであり、
各国の利害は鋭く対立しています。
　もはや「モノ」の取引だけでは、貿易の全体像をとらえることは
できません。急成長するデジタル貿易をどう扱うかが、今後の通商
戦略のカギとなっていくでしょう。

クラウド・知財・EC――
デジタル貿易とは何か？

デジタル貿易をめぐる対立と課題




